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住民監査請求について（通知） 

 

令和６年２月２７日付５世監第１８７号で受け付けた住民監査請求については、下記

の理由により、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条

第５項に定める監査を実施しないことと決定したので通知します。 

 

記 

 

法第２４２条第１項に規定する住民監査請求の対象は、地方公共団体の執行機関又は

職員についての、違法又は不当な①公金の支出、②財産の取得、管理又は処分、③契約

の締結又は履行、④債務その他の義務の負担、⑤公金の賦課又は徴収を怠る事実、⑥財

産の管理を怠る事実に限定されており、当該地方公共団体の住民は、これらの違法又は

不当な財務会計上の行為又は怠る事実のいずれかがあると認めるときに、監査委員に対

し、その監査を求め、非違の防止、是正等のため必要な措置を請求することができるも

のである。 

したがって、住民監査請求をするにおいては、対象とする財務会計上の行為又は怠る

事実（以下「当該行為等」という。）を、監査請求書及びこれに添付された事実を証する

書面の各記載、監査請求人が提出したその他の資料等を総合して、住民監査請求の対象

が特定の当該行為等であることを監査委員が認識することができる程度に個別的、具体

的に示し、かつ当該行為等が違法又は不当であるとする理由を摘示することを要すると

されている。 

しかし、本件措置請求においては、上記①から⑥のいずれかに該当するいかなる行為

をもって住民監査請求の対象とするのか、明確ではなく、住民監査請求の対象となる当

該行為等が違法又は不当であるとする理由の摘示もされていない。 

よって、本件請求については、法第２４２条第１項の要件を充足せず、不適法である

から、法第２４２条第５項に定める監査を実施しないこととする。 






